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研究要旨：千葉県 HIV 拠点病院会議(事務局 千葉大学医学部附属病院)の活動基盤を利用し、

拠点病院集中型の HIV 診療から地域連携を重視した HIV 診療体制の構築を目的とした。 

HIV 感染症患者の診療行動について、行政と連携して経年分析を行った。患者数が多い東京

近郊地域では、東京都内の病院での診療を受けている HIV 感染症患者が多いことは例年通り

であった。しかし、高齢者では地域の病院で診療を受ける患者が増加している。今後 HIV 感染

症患者の高齢化が進行することを想定した、千葉県内の HIV 診療体制の構築が必要である。 

分担研究者においては、拠点病院と HIV 感染症患者の分布、歯科診療体制、病院感染防止対

策加算算定病院、保険薬局、地域コーディネート、介護訪問看護など多角的検討を行い、実態

と課題を見い出した。HIV 感染症に対する理解は概ね良好であり、地域連携を推進する上で、

サポーターとなる人材や医療基盤があることもわかった。今後は、成果物の作成を通して、地

域連携を円滑に進めることが求められる。 

地域連携を推進するためには、感染管理加算を算定している病院の役割を重視したい。これ

らの病院は、HIV 感染症患者の数と居住地域と重なるように設置されており、感染症診療と感

染対策を専門とする医師、看護師、薬剤師、検査技師が常勤している。これまでは HIV 拠点病

院が果たしてきた役割を補完する機能として、重要な働きをすると考えられる。 
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Ａ．研究の目的 

千葉県HIV 拠点病院会議（事務局 千葉大学医学

部附属病院）の活動基盤を利用し、拠点病院集中型

のHIV 診療から地域連携を重視したHIV 診療体

制の構築を目的とする。 

背景として、強力な抗ウイルス療法が開発され、

HIV/AIDS は長期生存が可能な疾患となった。こ

の結果、HIV感染症患者の高齢化が確実に進み、H

IV感染症患者に求められる医療も多様化してきた。 

第一に、悪性腫瘍、心血管疾患、慢性腎臓病、骨

粗鬆症、HAND（HIV関連神経認知障害）などの合

併症に対する診療体制を構築することが必要にな

ってきた。 

第二に、高齢のHIV 感染症患者は、近親者（配偶

者や子）の支援が困難で孤立傾向にある。高齢化の

先には、介護や看取りについても向き合うことが

必要になってきた。 

第三に、依然としてHIV 感染症患者に対する偏

見や、医療機関からの受け入れ拒否がおこってい

る。 

このような課題に対処するためには、HIV感染症

患者のニーズと病態に配慮した柔軟な診療体制が

求められる。これまでは、HIV 拠点病院集中型の

診療を行ってきた。しかし、このような課題に対応

するために、HIV 拠点病院と地域の医療機関との

連携を重視した診療体制を構築することが必要に

なってきた。 

また、地域連携を推進する上で、エイズ診療拠点

病院に求められる新たな役割についても検討する。 

本研究では、医師・歯科医師・薬剤師・看護師・

ソーシャルワーカー・カウンセラーからの多職種

で実施する。 

 

Ｂ．研究方法 

千葉大学医学部附属病院は、エイズ中核拠点病

院である。千葉県内には拠点病院が 10 医療機関あ

る。千葉県の支援を受けて、エイズ拠点病院会議を

開催し、千葉県内の HIV 感染症診療体制を整備し

てきた。エイズ拠点病院会議は、医師・歯科医師・

薬剤師・看護師・ソーシャルワーカー・カウンセラ

ーなどから構成される多職種組織である。 

本研究は、HIV 拠点病院会議の組織を基盤に行

う。分担研究者も HIV 拠点病院会議の参加者を中

心に選定した。 

(倫理面への配慮) 

研究の遂行にあたっては、各施設での倫理委員

会での審査承認をうけて実施した。個人情報の管

理については厳重に扱った。 
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Ｃ．研究結果 

HIV 感染症患者の地域分布と地域連携の基盤を調

べる 

千葉県の免疫機能障害で自立支援医療を受けて

いる者は、1394人であった。(2020年 3月 31日現

在) 年齢階級では、18 歳未満は 0 人(0%)、18-39

歳は 349 人(25%)、40-64 歳は 865 人(62%)、65 歳

以上は 179人(13%)であった。 

年別免疫機能障害者数の推移(各年 3 月末で集

計)をみても、毎年増加傾向にあった。特に、年齢

階級では、65歳以上、40-64歳以上の割合が徐々に

高くなっている。免疫機能障害患者の増加と高齢

化が現れている。 

市町村別に分析すると、千葉市・船橋市・市川市・

松戸市・柏市・浦安市の 6 自治体で 59.6%の免疫

機能障害者がいることが示された。千葉市を含む

東京に隣接する自治体での HIV 感染症患者の診療

体制を整備することが重要である。特に、船橋市と

市川市にはエイズ診療拠点病院がないことは、今

後の HIV 感染症診療に影響をもたらす可能性があ

る。 

上位 6 自治体に次いで患者数が多かったのは、市

原市、八千代市、成田市、習志野市、野田市であっ

た。成田市を除くと、上位 6 自治体に隣接する地域

になる。また、エイズ診療拠点病院がないことも共

通する。地域連携を進める場合には、エイズ診療拠

点病院が主導し、地域の医療機関がそれに追随し、

支援をうける体制を構築することが必要である。 

65 歳以上に限定すれば、上位 6 自治体以外でも

患者数が多い自治体があった。市原市、野田市、流

山市、山武市が該当する。 

HIV 感染症患者の高齢化は、緩徐ではあるが確実

に進んでいる。患者数の多い上位 6 自治体におい

ても、エイズ拠点病院不在の地域もある。高齢の免

疫機能障害患者に対応できる診療体制の整備は急

務である。 

都市部の HIV感染症患者の高齢化と受診行動 

自立支援医療(免疫機能障害)の申請状況を市町

村別に調査した結果、HIV感染症患者は東京隣接都

市部(船橋市・市川市・松戸市・柏市・浦安市)と千

葉市に多かった。行政との連携により、千葉県内の

HIV 感染症患者の地域分布と受診行動を調査し、地

域連携にむけた基盤とすることを目的とした。 

千葉県内の HIV 感染症患者は 1394 名(2020)であ

った。千葉市、船橋市、市川市、松戸市、柏市、浦

安市などの都市部に集中し、この 6 市で全体の

59.6%を占める。平成 30年度までは浦安市を除く 5

市を対象としたが、令和元年度は 6 市を対象に調

査を行った。 

50 歳以上の患者が占める割合は、千葉市と船橋

市が 40%を超えた。柏市、市川市、松戸市は 30%台、

浦安市は 22%であった。前年度と比較して、徐々に

高齢化が進んでいた。ただし、市川市では 30歳台

の患者が増加している。浦安市は 20歳台の患者が

多く、他の 5市とは異なる年齢分布を呈していた。 

受診動向でも地域差がみられた。千葉市では 72%

の患者が千葉県内の医療機関を受診し、地域密着

型の診療が行われていた。しかし、残る 5市では多

くの患者が東京都内の医療機関を受診しており、

千葉県内の医療機関を受診している患者は約 30%

程度にとどまった。東京隣接都市部の HIV 感染症

患者の受診行動は東京依存型である。これらの潜

在的 HIV感染症患者を過小評価した場合、HIV感染

症診療が後手に回るリスクがある。今後、HIV感染

症患者の高齢化が進んだ際には、地域連携の障壁

になる。特に、船橋市と市川市にはエイズ拠点病院

がない。このため、拠点病院を核とする地域連携の

基盤は脆弱である。 

上記に挙げた 6 市の周辺市町村でも HIV 感染症

患者が微増傾向にあった。 

 

千葉市内のHIV感染症患者の受診動向と地域連携の

基盤調査 

千葉市について更に詳細な調査を行った。 

HIV 感染症患者の高齢化は、50 歳以上は 44%と高

い状態が続いている。この 3年間の経過をみると横

ばいである。日本の高齢化を直視すると踊り場状態

である可能性がある。今後も引き続き、HIV 感染症

患者の年齢変化を分析していく必要がある。 

受診医療機関は 70％が千葉県内、30%が東京都内

などの県外であった。年齢階級別には、40-59 歳で

は、千葉県内の医療機関を受診する割合が 64%にと

どまる東京依存型の受診行動をとっている。しかし、

前後の若年層と高齢層では千葉県内に回帰してい

た。 

千葉市には、外国人は 13 人(6.3%)が登録されて

いた。(2020のみ調査) 年齢別には、20-29歳 3

人、30-39 歳 1 人、40-49 歳 3 人、50-59 歳 6

人という結果で 50歳以上の割合が高いのは同様で

ある。 

千葉市の HIV感染症診療は 2つの拠点病院と 1つ

の市立病院を中心に地域密着型であった。全 HIV感

染症患者の 3 分の 2 はこれらの病院を受診してい

た。今後、HIV感染症患者の高齢化が進行した場合

も、拠点病院を核とする地域連携の基盤が整ってい

ると考えられた。今後は、千葉市の地域連携をモデ

ルケースとして、HIV 感染症診療体制を構築してい

く。 

また、抗 HIV 役の処方状況を分析した。ほぼ、す

べての HIV感染症患者が抗ウイルス薬の処方を受け

ていることが判った。さらに、近年は STR(シングル

タブレットレジメン)の抗ウイルス薬が開発されて
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きている。STR の割合は増加傾向にある。高齢者や

基礎疾患を有する患者では、抗ウイルス薬以外の処

方があり、服薬管理が難しくなる。このような STR

の普及は、地域連携においても重要になってくると

考えられた。 

 

感染対策加算を取得している病院との連携 既存

の医療体制の基盤の重要性と課題 

HIV感染者が必要とする HIV 以外の診療（糖尿病

や高血圧などの慢性疾患、歯科定期健診、交通外傷

や悪性新生物の治療など）を HIV 感染者の希望す

る地域で障壁なく診療体制を組めることを検討し

た。その候補として、病院感染防止対策加算を算定

している病院が担うことができるか検討した。 

HIV感染症患者の居所(市町村)と感染防止対策加

算 1 を算定している病院をマッピングすると、ほ

ぼ一致することを確認した。しかし、HIV感染症患

者が、自立支援医療で指定した医療機関以外の医

療機関を受診した場合、保険診療上の課題が浮き

彫りになった。具体的には、XX病(HIVに関連しな

い疾患)で受診すると、DPC診療の枠が縛りとなり、

受入医療機関には診療費の持ち出しが発生するこ

とがわかった。 

高齢者福祉施設における HIV 感染者受け入れに関

する教育啓発活動についての調査 

HIV感染症患者の受入を目的に、高齢者福祉施設

の就業者を対象に研修会を開催してきた。 

いわゆる受入拒否の原因は誰に？との質問に対

して、“介護担当者は管理者にある”、“管理者は介

護担当者にある”、といった具合であった。同一施

設内でも、他者に受入拒否の原因があるような行

動をとっていることがわかった。 

研修成果として、約 6割が HIV感染症患者の地域

連携に理解を示した。また、7 割が HIV感染症患者

の受入に理解を示した。 

教育啓発活動は、HIV感染症への理解を得る上で

欠かせない。我々が積極的に教育研修の場を作り、

支援体制を構築する必要がある。 

高齢化した HIV 感染症患者の高齢者福祉施設等

への円滑な受入れのためには、職員と管理者に対

する正しい知識の周知・啓発と、施設内におけるコ

ンセンサスを得る機会を作ることが必要不可欠で

ある。 

心理カウンセラーの役割 

千葉県内で HIV 感染症のカウンセリングを担当

できるカウンセラーは限定されていることが分か

った。拠点病院においても、心理カウンセラーが配

置されていない。千葉大病院では HIV 感染症患者

に対して、カウンセリングの機会を提供するため

リーフレットを作成した。 

今後は、心理カウンセラーの必要性について活動

を行い、心理カウンセラーが不在の医療機関でも、

カウンセリングに準じた対応ができるような体制

整備を行う。 

HIV患者の社会的背景やニーズ、不安、差別体験が

治療継続に及ぼす影響に関する研究 

千葉大学医学部附属病院の HIV 感染症患者は男

性が多く、年代は、50代以上が半数を占めている。

当院においても高齢化が進んできていると考えら

れる。 

社会的特徴は、学歴や収入には大きな偏りはなか

ったが、患者それぞれに対する、より個別な対応が

求められると考えられる。 

地域医療機関への受診や在宅支援を円滑に進め

るためには、通院に対する患者の気持ちを明らか

にする必要があると考えられた。 

看護師は、患者の全体像を捉え、患者の希望や身

体状況を踏まえながら、患者の療養生活を整えた

り連携を図ったりするコーディネーター業務を担

うことが多い。地域医療機関への受診についても

同様に、患者へ必要な医療を提供できる場の保証、

知識の提供、スムーズな連携を図る上で看護師の

担う役割は今後更に重要となるだろう。 

地域連携を促進するために解決すべきメンタルヘ

ルスケアについての研究 

HIV 感染者 50 名を対象としてストレス・コーピ

ング尺度と SDS 抑うつ尺度、STAI 不安尺度を実施

した。ストレス・コーピングの下位尺度（「感情表

出」「情緒的サポート希求」「認知的再解釈」「問題

解決」の４つ）の得点はいずれも、尺度標準化の際

の参考となる平均値に比べて低かった。また、SDS

の得点による分類では、正常範囲（~39点）25名、

軽度（40～47点）17名、中等度（48～55点）3名、

重度（56 点～）5 名となった。STAI は、平均値を

算出し、それをカットオフ値として用いたところ、

状態不安では 9名、特性不安では 11名が平均値よ

り高い不安を示した。3つの尺度に年齢を加え、相

関分析を行なった結果、SDS と STAI の 2 下位尺度

のそれぞれに正の相関がみられ、特に SDS と特性

不安の間に強い正の相関がみられた。また、ストレ

ス・コーピング尺度と SDS、STAIの間では、ストレ

ス・コーピング尺度の「認知的再解釈」および「問

題解決」は、SDS、STAIのいずれとも負の相関がみ

られた。一方、「感情表出」は特性不安や年齢との

間において弱い正の相関を示した。 

HIV感染者のストレス・コーピングの特徴として、

対処行動自体が抑制的であった。また、HIV感染者

の精神状態として、抑うつや不安が高い者が存在

することが明らかとなったが、特に、肯定的な認知

的解釈や積極的問題解決の抑制が関わっているこ

とが認められた。これらのことから、HIV感染者へ

の支援として、カウンセリング等での心理面およ

び認知行動面へのアプローチが重要であると考え

られる。 

HIV 感染症患者の歯科医療体制整備にむけた歯科
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医療機関の感染対策の現状調査 

千葉県と千葉県歯科医師会では、協力歯科医療機

関の登録を進めているが、20 施設程度にとどまっ

ている。また、全県を網羅するような体制でもない。

その背景には、歯科医療機関の感染対策に課題が

あると仮説を立てた。 

千葉県歯科医師会の協力をうけて歯科診療施設

の感染対策について調査した。質問紙を 2554歯科

医療機関に郵送し、684 医療機関から回答を得た。

(回収率 26.8%) 

感染対策研修の実施状況、マニュアル整備状況、

標準予防策に対する理解などが不十分であった。8

割を超える医療機関で B型肝炎、C型肝炎陽性患者

の診療受入実績がある。HIV感染症患者の診療受入

実績のある医療機関も約 11%あった。針刺し事故や

体液曝露事故を経験した歯科医師は約 50%であっ

た。しかしながら、針刺し体液曝露事故が発生した

場合の対応が十分整備されている医療機関は半数

にも満たなかった。体制整備には歯科医療機関単

独での感染対策には限界があり、地域の医療機関

との連携も必要であると考える。 

この研究成果は、千葉県歯科医師会のジャーナル

に投稿した。また、冊子にまとめ、千葉県歯科医師

会の会員、千葉県内の医療機関、全国の HIV拠点病

院へ配布した。 

歯科診療体制について 

上記の研究を通して、歯科医療機関における感染

対策の脆弱性を改めて確認した。しかしながら、

HIV 感染症患者からの歯科診療の要望が発生して

いる。 

HIV感染症患者の診療可能な歯科医療機関を整備

するためには、病院歯科での HIV 感染症診療体制

を確立することが早道と判断した。この対応とし

て、千葉大学歯科口腔外科の関連病院を中心に HIV

感染症患者の診療体制を整備した。千葉大学医学

部附属病院の歯科口腔外科の関連施設では 85%の

施設が HIV 感染症患者の診療を受け入れている。

しかし、診療設備やスタッフの更新・拡充を求める

意見があり、受け入れる側の体制が充実していな

い。さらに地域との連携が整っていない。 

こうした関連病院においても、感染対策は重要課

題であった。感染対策を十分に講じて歯科診療を

実施するには、単科での体制構築には限界があり、

病院としての歯科に対する支援体制が必要である。 

 

歯科領域における HIV診療体制の現状 

治療受け入れの状況について 

歯科医療機関（かかりつけ歯科医院）は、HIV感

染症について 10%の施設で受け入れ経験があった。

HIV 感染症の歯科診療を受け入れるにあたって必

要なことは、HIV感染症についての講習、院内感染

対策の講習、診療情報提供書の持参、就業者の理解、

院内の感染対策の整備、針刺し体液曝露後の診療

体制針刺し事故後の支援体制の有無を尋ねた。い

ずれの項目も 4 分の 3 の歯科医師が必要と回答し

た。 

HIV感染者を受け入れていない理由 

HIV感染症を受け入れていない理由として、施設

設備が対応していない 33%、滅菌機械が対応してい

ない 7%、人員不足 19%、スタッフの知識が足りない

11%、他の患者への配慮から 7%、院内の理解が得ら

れない 4%、その他 19%であった。 

HIV感染者受け入れに必要な方策 

診療設備の更新・拡充 26%、滅菌機械の更新・拡

充 17%、スタッフの増員 14%、講習会の開催 14%、

病院への周知 17%、患者への周知 12%であった。 

千葉県は千葉県歯科医師会と協力し、HIV感染者

の受け入れ可能な歯科医療機関（かかりつけ歯科

医院）の登録を行っているが、登録歯科医療機関数

が少ない。千葉県内の総合病院内の診療科として

歯科を標榜している施設（病院歯科）において HIV

感染者の歯科治療を受け入れている施設は半数程

度に留まっている。歯科医療機関（かかりつけ歯科

医院）において受け入れが進まない背景には、HIV

感染症に対する偏見や理解不足等が指摘されてい

る。これらは歯科医師の使命感だけに訴えていく

ことだけでは困難である。千葉県内の総合病院内

の診療科として歯科を標榜している施設（病院歯

科）においては、施設設備の不備やスタッフの不足

が理由であると回答していた。また、これらの施設

でも施設設備の更新・拡充やスタッフの増員によ

り、HIV感染者の歯科治療が受け入れ可能になると

いう回答がであった。 

透析患者 CKD患者の地域連携 

千葉県透析医会からの協力を得て、積極的に HIV

感染症患者で透析を必要とする患者を受け入れる

体制が構築できた。 

透析医療機関を対象に実施した質問紙調査では、

感染対策などの課題があった。透析を行っている

千葉県内 148 施設を対象にアンケート調査を行っ

た。(回収率 45.9%) 調査によると HIV感染者の診

療実績がある施設が 11 施設(16.2%)、実績はない

が診療可能な施設は 11 施設(16.2%)であり、現段

階で診療可能な施設は併せて 22 施設(32.4%)であ

った。診療の阻害因子としては感染対策マニュア

ルの整備ができていないと回答した施設が最も多

く 26 施設(38.2%)であった。針刺し事故に関与す

るものとしては、対応がわからないと回答した施

設が 15施設(22.1%)であった。 

今後は、千葉県透析医会を通して、HIV感染症患

者の受け入れ体制を強化する。教育研修の機会を
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重ね、HIV感染症患者の透析診療を推進したい。 

拠点病院の看護体制について 

千葉大学病院では、HIV感染症患者の看護手順の

標準化に向けた資料作成を行っている。 

規則的な受診、メンタルヘルスケア、合併症に対

する聞き取り、家族関係、就業に関するものなどの

データベースを作成し、支援体制をとっている。こ

れらは、千葉大学病院の診療に有用なものとなっ

ている。これをモデルケースとして、HIV感染症の

診療経験のない医療機関でも応用できるものを目

指している。 

地域の看護体制について 

拠点病院と施設との地域連携を推進する目的で

意見交換会を行い、効果的な啓発活動の在り方を

検討する。 

地域の訪問看護事業所や介護支援事業所を対象

に意見交換会を実施した。(4回) 

意見交換会は、①セミナー(医師、看護師、ソーシ

ャルワーカー)、②当事者(HIV 感染症患者)からの

メッセージ、③グループワーキングの 3 部構成と

し、医師と看護師とソーシャルワーカーから HIV感

染症の講習を実施後、HIV感染症の当事者からの講

演を受講する、というプログラムである。 

HIV 感染症が知られるようになってから 30 年以

上経過しているが、知識と理解が停滞している医

療従事者が多数おり、このような基礎的講習会の

重要性を確認した。特に、HIV 感染症患者からの講

演は、極めてインパクトがあった。HIV感染症患者

の診療については、おおむね共感を得ることがで

き、積極的受入を表明する事業者も現れた。 

HIV感染者を受け入れるために、差別や偏見に目

を向けるだけでなく、「こうすれば大丈夫」という

メッセージを伝えた上で、「大丈夫と言われても、

どこが心配か」という細かな疑問を解決していく

ことで、少しずつ対応可能な施設が増えることが

期待される。 

毎回、千葉県内 300 から 1000 施設に案内を出し

ているが、参加者は 1-4%であった。第 1 回(市川)

では 9 施設 10 名/298 施設(3.0％)、第 2 回(千葉)

では 36施設 49名/853施設(4.2％)、第 3回(柏)で

は 15施設 20名/744施設(2.0％)、第 4回(千葉)で

は 11施設 13名/1011施設(1.1%)(COVID-19の影響

あり)という状況だった。この割合は、一定してお

り、HIV感染症への関心は限られていることを認識

した。 

しかし、HIV感染症に興味関心のある施設やスタ

ッフは 1～3%程度であるが、存在することが明らか

になった。このような施設を核として、HIV感染者

の受入可能な施設を増やしていくことを目指した

い。限られた施設であるが、HIV感染症の診療に賛

同いただいた施設を大事にして、支援していくこ

とが重要と考える。 

保険薬局の役割について 

HIV 感染症患者の地域連携が進んだ場合、抗 HIV

薬を処方したり、服薬指導を行う保険薬局の配置

について分析した。 

自立支援医療の適応をとっている保険薬局は、

HIV 感染症患者の居住地域に一致して存在してい

た。保険薬局の現状インフラは、地域連携の基盤と

して現状でも存在していることを確認した。 

保険薬局を対象に聞き取り調査を行ったところ、

抗HIV薬の在庫管理が課題になっていることを確認

した。そこで、千葉大学病院の薬剤部では、抗HIV

薬の在庫情報管理システムの構築を研究として取

り上げた。千葉大学病院ならびにその近隣5薬局を

対象に、抗HIV薬の在庫データをクラウド在庫管理

ソフトで管理し、在庫情報を相互に確認可能なシス

テムトライアルを実施中である。 

 

ソーシャルワーキング 

地域連携の基盤として、HIV陽性者の社会資源利

用状況を調べた。その結果、治療継続に必要な公的

制度は適切に利用でき、生活を支えるサービスも利

用に困らない状況だった。しかし、施設サービス利

用は進んでいなかった。この現状から、支援者に正

しい知識を提供すること、サービスが適切に利用で

きないのは、本人の人権を侵害しているという意識

を啓発する必要があることが明らかとなった。これ

を促進するために、HIV陽性者が利用できる「千葉

県 制度の手引き」を作成した。 

 

Ｄ.考察   

拠点病院集中型の診療体制から、地域連携を重視

した診療体制構築を目指して研究を進めた。 

個別の領域では、HIV感染症患者の透析医療と歯

科医療が課題であった。透析については透析医会

からの協力を得て積極的受け入れ体制ができたこ

とは大きな成果である。 

歯科医療については歯科医療機関での感染対策

に課題があり、積極的に受入医療機関を増やすこ

とには、問題があることが分かった。当面の課題と

して、感染対策が整備された医療機関での受入体

制を構築することになった。 

薬剤師・保険薬局の役割は、抗 HIV薬の管理の重

要性に移行し、システム運用の可能性を探ってい

る。 

訪問看護事業所や介護支援事業所では、HIV感染

症に対する関心がまだまだ低いことが分かった。

積極的に HIV 感染症に対する知識を得ようとする

風潮にはなく、看護の領域では、協力可能な施設は

限定される。しかし、講習会等を通して、積極的に

啓発活動を実施すると、HIV 感染症患者を受け入れ

ようとする動機付けになることも分かった。継続

的に地道な教育啓発活動は必要である。 

地域連携の基盤を作る上で、拠点病院の役割は大
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きいことも改めて認識した。拠点病院は、地域の医

療機関に対して継続的に支援を行うことが重要で

ある。そして、地域の医療機関からも、拠点病院の

指導的役割に期待するものが大きい。今後は、地域

の医療機関に頼られる存在として、地域医療を統括

調整する役割が求められていく。 

 

Ｅ．結論 

強力な抗ウイルス薬が開発された結果、HIV感染

症患者の高齢化にむけた医療体制を整備すること

を検討した。悪性腫瘍、心血管疾患、慢性腎臓病、

骨粗鬆症、HAND などの合併症に対する診療、介護

や看取りなどの終末期医療も含まれる。 

千葉県内には、HIV感染症患者に対応可能な医療

インフラが存在することを確認した。 

HIV感染症患者の受診行動をみると地域差がみら

れた。東京に隣接する地域では、患者数が多いにも

関わらず、多くは東京都内の病院を受診している。

HIV 感染症患者の高齢化の実態が顕在化していな

い可能性がある。一方、千葉市内では、拠点病院を

核とする診療体制が確立し、地域連携を行いやす

い環境にあった。 

地域連携は多職種連携である。しかしながら、HIV

感染症に対する正しい知識が普及していない現状

がある。このような状況は、患者の受入拒否の原因

であり、地域連携の阻害因子になっている。医療従

事者に正しい知識をもっていただくために、継続

的な教育啓発活動は不可欠である。 

今後、地域連携が推進していく場合、拠点病院集

中型の医療提供体制は緩和されることが予想され

る。その場合でも、拠点病院は、地域の指導的役割

と地域連携統括機能をもつ存在が重要になると考

えられる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

本研究では介入研究ではないため特記すべき健

康危険情報はありません。 
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